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１．概要 

 (1) 人・農地プラン実質化の趣旨 

   農業・農村を取り巻く環境は、農業従事者の減少や高齢化の進行、農産物価格の低迷、消費者ニーズやライフスタイルの多様化、TPP(環太平洋パート

ナーシップ協定)をはじめとするグローバル化の進展、ICTを活用したスマート農業の導入など、目まぐるしく変化しています。 

   特に、我が国は本格的な人口減少社会に突入したことで農業従事者の減少や担い手不足がより一層加速しており、また遊休農地及び耕作放棄地など

は増加傾向にあるため、基幹産業である農業の衰退が懸念されているところです。 

   このため、国においては、5年後、10年後を見据え、地域農業のあり方について、集落・農地での徹底的な話し合いを行い、地域農業を担う経営体や

生産基盤となる農地を将来においても確保していくことを目的として、平成 24年 2月 8日に戸別所得補償経営安定推進事業実施要綱を制定し、その中

で、人・農地プランの作成を明記しました。 

   これを受けて、本市では、地域単位での話し合いや有識者による検討会を開催し、平成 24年 12月に龍ケ崎市人・農地プランを作成したところです。 

   一方、国においては、平成 25 年 5 月 16 日に戸別所得補償経営安定推進事業実施要綱を人・農地問題解決推進事業実施要綱に改正し、さらに、農業

経営の規模の拡大、耕作の事業に供される農用地の集団化、新たに農業経営を営もうとする者の参入の促進等による農用地の利用の効率化及び高度化

の促進を図り、もって農業の生産性の向上に資することを目的として、平成 25 年 12 月 13 日に農地中間管理事業の推進に関する法律を公布しました。

そして、農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき、公的機関が農地の出し手と借り手の仲介を行う、農地中間管理事業が創設され、全国の都道府

県に農地中間管理機構が設立されました。 

   また、国においては、平成 26年 4月 1日には、人・農地プランの見直しを支援するため、人・農地問題解決推進事業実施要綱を人・農地問題解決加

速化支援事業実施要綱に改正しました。 

   その後、農地の集積・集約が促進されましたが、国は農地の集積・集約の加速化を図るため、令和元年 5月 24日に農地中間管理事業の推進に関する

法律等の一部を改正する等の法律を施行しました。この法律改正を受け、令和元年 6月 26日には農林水産省経営局長から「人・農地プランの具体的な

進め方について」の通知が発出され、その中で、人・農地プランを真に地域の話し合いに基づくものとするため、市町村、農業委員会、農業従事者など

関係者が参加する場で、アンケートの調査結果や地図を活用した話し合いをすること、いわゆる、「実質化すること」が明記されたところです。 

   このため、本市では、今後の農地利用を担う中心経営体への農地の集積・集約を実効性のあるものとするため、農地所有者の方へアンケート調査を行

うとともに、地域の話し合い、関係機関との協議、さらには有識者による検討会の開催を踏まえ、実質化された人・農地プランとして、龍ケ崎市人・農

地プランを作成するものです。 
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 (2) 人・農地プランの位置づけ 

   龍ケ崎市人・農地プランは、人・農地問題解決加速支援事業実施要綱に規定されている「地域の農業者の話合いに基づき、今後の地域農業の在り方や

地域の中心となる経営体の将来展望などを明確化したもの」及び農地中間管理事業の推進に関する法律第 26条に規定されている「農業者等による協議

の場を設け、その結果を取りまとめ、公表するもの」に位置付けます。 

 

   （参考）農地中間管理事業の推進に関する法律 

（農業者等による協議の場の設置等） 

第 26 条 市町村は、当該市町村内の区域における農地中間管理事業の円滑な推進と地域との調和に配慮した農業の発展を図る観点から、当該市町村内

の適切と認める区域ごとに、農林水産省令で定めるところにより、当該区域における農業において中心的な役割を果たすことが見込まれる農業者、当

該区域における農業の将来の在り方及びそれに向けた農地中間管理事業の利用等に関する事項について、定期的に、農業者その他の当該区域の関係者

による協議の場を設け、その協議の結果を取りまとめ、公表するものとする。 

２ 市町村は、前項の協議に当たっては、新たに就農しようとする者を含め、幅広く農業者等の参加を求めるように努めるとともに、当該協議の参加者

に対し、農地に関する地図を活用して、地域における農業者の年齢別構成及び農業後継者の確保の状況その他の必要な情報を提供するように努めるも

のとする。 

３ 農業委員会は、農地の保有及び利用の状況、農地の所有者の農業上の利用の意向その他の農地の効率的な利用に資する情報の提供、委員及び推進委

員（農業委員会等に関する法律第 17 条第 1 項に規定する推進委員をいう。）の第 1 項の協議への出席その他当該協議の円滑な実施のために必要な協力

を行うものとする。 

 

 

 (3) 人・農地プラン作成の経緯 

   龍ケ崎市人・農地プランは、農業委員及び農地利用最適化推進委員と連携し、農地所有者の方にアンケート調査を行うとともに、地域ごとの座談会の

開催、農業協同組合及び土地改良区との協議、さらには龍ケ崎市人・農地プラン審議会での審議を経て、作成しました。 
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２．龍ケ崎市の農業の現状 

 (1) 農地面積 

  ① 地目別面積の推移 

・ 本市の平成 31年における市全体の面積は 7,855ha（78.55㎢）です。 

・ 地目別面積では、田が 2,415ha（24.15㎢）、畑が 946ha（9.46㎢）ですが、農地（田及び畑）の面積は減少傾向にあります。 

・ 農地が市全体の面積に占める割合は約 4割であり、農地の内訳は、田が 7割、畑が 3割となっています。 

 

 

（統計りゅうがさき（税務課））  

2,605 2,578 2,574 2,554 2,547 2,521 2,508 2,498 2,495 2,482 2,467 2,464 2,462 2,459 2,456 2,454 2,449 2,438 2,436 2,435 2,434 2,427 2,424 2,423 2,421 2,420 2,416 2,415

1,252 1,222 1,204 1,178 1,154 1,115 1,089 1,077 1,056 1,044 1,029 1,027 1,025 1,023 1,021 1,013 1,011 1,003 1,000 999 997 992 986 978 970 962 951 946

1,071 1,129 1,152 1,171 1,197 1,233 1,262 1,275 1,286 1,299 1,353 1,351 1,353 1,353 1,350 1,351 1,356 1,361 1,368 1,371 1,372 1,370 1,374 1,380 1,381 1,384 1,396 1,399

469 413 413 413 412 412 412 412 412 412 412 412 412 412 413 413 413 413 413 413 413 413 413 412 412 412 412 412

747 742 745 741 734 723 708 705 704 699 696 695 692 684 681 680 676 673 669 668 667 664 663 659 660 655 651 643

181 386 393 385 384 385 382 382 382 380 380 380 380 378 379 376 376 378 378 379 379 378 378 376 376 375 368 368

429
410 421 427 431 457 456 445 435 439 418 424 425 430 426 435 438 440 446 444 448 428 434 445 452 464 479 491

1,067 941 917 950 960 973 1,002 1,025 1,049 1,064 1,064 1,066 1,070 1,080 1,093 1,097 1,101 1,114 1,110 1,111 1,110 1,148 1,148 1,182 1,183 1,183 1,182 1,181
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（ha） 地目別面積の推移
田 畑 宅地 池沼 山林 原野 雑種地 その他

71.9%

28.1%

農地面積の内訳

30.7%

12.0%

17.8%

5.2%

8.2%

4.7%

6.3%

15.0%

地目別面積の内訳
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  ② 経営耕作面積及び耕作放棄地の推移 

・ 本市の経営耕地面積※1は減少傾向にあります。 

・ 経営耕地面積の内訳として、田及び畑は減少傾向にありますが、樹園地はほぼ横ばいで推移しています。 

・ 田においては昭和 55年から平成 27年までの間で 3割減少しており、畑においては 7割減少しています。 

・ 経営耕地面積は減少傾向にありますが、耕作放棄地面積は増加傾向にあります。 

・ 平成 17年から平成 27年までの 10年間に、耕作放棄地面積は 2.6倍になっています。 

 

 

 

  
（

（農林業センサス）  

2,350 2,285 

2,018 2,026 
1,922 1,821 1,733 

1,631 

627 
580 

497 403 

322 

250 
216 

179 

3,013 
2,898 

2,530 
2,458 

2,280 

2,083 
1,962 

1,815 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

(ha)

経営耕地面積の推移

田 畑 樹園地

112 

270 

292 

0

100

200

300

平成17年 平成22年 平成27年

(ha) 耕作放棄地面積の推移

※1経営耕地面積：農家が経営する耕地の面積 
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 (2) 農業従事者 

  ① 販売農家戸数及び市全体の世帯数の推移 

・ 本市の世帯数は増加傾向にありますが、販売農家※2戸数は減少傾向にあります。 

・ 昭和 58年における販売農家戸が 2,279世帯であったのに対し、平成 27年の販売農家戸数は 659世帯であるため、30年間で 7割減少しています。 

・ 販売農家戸数の内訳として、専業農家※3はほぼ横ばいで推移していますが、兼業農家※4は大きく減少してます。 

・ 平成 27年における販売農家の内訳では、専業農家が占める割合は全体の約 3割であり、兼業農家が占める割合は全体の約 7割となっています。 

 

 

（農林業センサス）  

194 220 195 137 168 
309 238 184 195 199 200 

2,085 2,004 
1,963 

1,665 1,622 1,390 
1,412 

1,216 

950 

661 

459 

2,279 
2,224 

2,158 

1,802 1,790 

1,699 

1,650 

1,400 

1,145 

860 

659 

13,327 
14,471 

15,603 

18,110 

19,760

23,571

25,115
26,186

28,214

30,308 30,811

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

昭和58年 昭和61年 昭和63年 平成3年 平成5年 平成8年 平成10年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

市全体の

世帯数

農家戸数（戸）

販売農家戸数及び市全体世帯数の推移

専業農家 兼業農家

市全体の世帯数

30.3%

69.7%

販売農家の内訳

※2販売農家：経営耕地面積が 30a 以上または調査期日前一年間における農産物販売金額が 50 万円以上の農家 
※3専業農家：世帯員の中に兼業従事者が一人もいない農家 
※4兼業農家：世帯員の中に兼業従事者が一人以上いる農家 
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  ② 農家人口の推移 

・ 本市の人口は平成 23年度をピークに減少傾向にありますが、販売農家の農家人口は販売農家戸数の減少に伴い、減少傾向にあります。 

・ 昭和 58年における農家人口が 10,969人であったのに対し、平成 27年の農家人口は、2,349人であるため、30年間で 8割減少しています。 

・ 販売農家戸数の減少に反して、農家の平均年齢は上昇しています。 

・ 平成 12 年における平均年齢は 55.9 歳であったのに対し、平成 27 年の平均年齢は 60.7 歳であるため、15 年間で約 5 歳上昇しており、農業従事

者の高齢化が進行しています。 

 

 

                 （農林業センサス） 

5,416 5,293 5,111 
4,384 4,244 

3,901 3,686 3,429 

2,448 
1,714 

1,181 

5,553 
5,402 

5,241 

4,430 
4,304 

4,024 
3,761 

3,509 

2,499 

1,735 

1,168 

10,969 
10,695 

10,352 

8,814 
8,548 

7,925 
7,447 

6,938 

4,947 

3,449 

2,349 

47,064 
50,130 

52,984 

59,445 

63,377 

71,450 
74,211 

76,208 
78,864 79,391 

78,343 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

昭和58年 昭和61年 昭和63年 平成3年 平成5年 平成8年 平成10年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

農家人口（人） 販売農家の農家人口及び市全体人口の推移
男 女 市全体の人口

55.9 

58.2 
58.9 

60.7 

53.0

54.0

55.0

56.0

57.0

58.0

59.0

60.0

61.0

62.0

平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

（歳）
農業従事者の平均年齢の推移



7 

 (3) 農業産出額 

  ① 農業産出額の推移 

・ 本市の農業産出額は、平成 29年をピークに減少しています。 

・ 農業産出額の内訳で見ると、米が大半を占めており、次いで野菜、花きとなっています。 

・ 平成 29年における米の農業産出額が 20億 6千万円であったのに対し、平成 30年の農業産出額は 23億 2千万円であるため、微増ですが増加傾向

にあります。 

・ 平成 30年における農業産出額の内訳では、米が占める割合は全体の約 8割であり、次いで野菜が 1割となっています。 

 

             （農林水産省「生産農業所得統計」）  

206 197
218

242
232 

7
8

9

9
8 

6
8

8

7
6 

34 38

42

39

33 
3 3

3

3

2 

14 14

14

14

14 
271 269

295

315

296

0

100

200

300

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年

農業産出額（1,000万円）

農業産出額の推移

米 豆類 いも類 野菜 果実 花き その他

78.4%

2.7%

2.0%

11.1%

0.7%

4.7%

0.3%

農業産出額の内訳
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３．実質化された人・農地プラン 

 (1) 人・農地プランの地区割り 

   龍ケ崎市人・農地プランの地区割りは、「中央地区」「西部地区」「東部地区」の 3つに分類します。 

   また、中央地区は「長戸」及び「八原」、西部地区は「馴柴」、「川原代」及び「北文間」、東部地区は「龍ケ崎」及び「大宮」で構成するものとします。 

   なお、各地区の農地面積及び耕作面積などは以下のとおり、龍ケ崎市人・農地プランの区割り図及び農地中間管理事業におけるモデル地区は次頁の

とおりです。 

 

  各地区の農地面積及び耕作面積など 

地区名 地区内 

集落名 

農地面積 遊休農地 耕作面積   

 自作地 貸付地 

中央地区 

長戸 542.3ha 18.9ha 523.4ha 244.9ha 278.5ha 

八原 680.4ha 13.3ha 667.1ha 485.1ha 182.0ha 

小計 1,222.7ha 32.2ha 1,190.5ha 730.0ha 460.5ha 

東部地区 

龍ケ崎 258.6ha 4.0ha 254.6ha 208.8ha 45.8ha 

大宮 645.2ha 2.7ha 642.5ha 448.0ha 194.5ha 

小計 903.8ha 6.7ha 897.1ha 656.8ha 240.3ha 

西部地区 

馴柴 502.2ha 7.9ha 494.3ha 376.5ha 117.8ha 

川原代 266.3ha 1.2ha 265.1ha 200.3ha 64.8ha 

北文間 448.5ha 1.7ha 446.8ha 387.7ha 59.1ha 

小計 1,217.0ha 10.8ha 1,206.2ha 964.5ha 241.7ha 

合計 3,343.5ha 49.7ha 3,293.8ha 2,351.3ha 942.5ha 

（農業委員会・農家台帳） 

 

  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長戸

八原

龍ケ崎

大宮

馴柴

川原代

北文間

自作地・貸付地の割合

自作地 貸付地
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龍ケ崎市人・農地プランの区割り図 

中央地区 

西部地区 

東部地区 

農地中間管理事業のモデル地区 
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北河原 

板橋大塚 

塗戸Ａ 

塗 
戸 
Ｂ 

塗戸Ｃ 

半田 

長峰 

羽原 

羽原谷津 

大塚上区 

上八代 

半田谷津 

川原代二区 

川原代三区 

馴柴二区 

馴馬 

宮渕一区 

馴柴一区 

中下八代 

大徳一区 

豊田 

八原 

長戸 
馴柴 

川原代 

北文間 

龍ケ崎 

大宮 

農用地

令和2年度

令和元年度

平成30年度

平成29年度

平成28年度

平成27年度

平成26年度
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 (2) 中央地区 

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日 

龍ケ崎市 中央地区（長戸、八原） 令和 3 年 2 月 16 日 令和 3 年 2 月 16 日 

 

  ① 対象地区の現状 

農家台帳による地区内の耕作面積 1,190.5ha  

 うち自作による耕作面積 730.0ha  

 うち賃貸借などによる耕作面積 460.5ha  

アンケート調査等に回答した地区内における、農地所有者の耕作面積の合計 628.2ha  

 うち「自作により耕作している」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 112.1ha  

  うち「今後も自作で耕作する」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 86.1ha  

  うち「今後は賃貸借を希望する」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 26.0ha  

 うち「知人が耕作している」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 495.0ha  

 うち「耕作していない」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 21.1ha  

アンケート調査等に回答した地区内における、70 歳以上の耕作者の耕作面積の合計 96.2ha  

 うち「後継者がいる」と答えた耕作者の耕作面積の合計 41.8ha  

 うち「後継者がいない」または「未定」と答えた耕作者の耕作面積の合計 54.4ha  

地区内において、今後、中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 149.4ha  

（地域特性） 

・ 長戸の耕作面積は 523.4ha であり、その内、田の面積が 432.7ha、畑の面積が 90.7ha です（地目別面積の割合、田：82.7％、畑：17.3％）。 

・ 八原の耕作面積は 667.1ha であり、その内、田の面積が 333.1ha、畑の面積が 334.0ha です（地目別面積の割合、田：49.9％、畑：50.1％）。 
 

（アンケート調査） 

・ 長戸は、耕作面積の半数以上が農地中間管理事業等による貸付地であることから、中心経営体へ農地の集積・集約が進んでおり、その後も定期的に中

心経営体へ農地の集積・集約に関する話し合いが行われているため、令和 2 年度に農地の耕作状況・今後の意向確認に関するアンケート調査は行って

いません。 

・ 八原は、令和 2 年度に農地の耕作状況・今後の意向確認に関するアンケート調査を行いました。 
 

（その他） 

・ 中央地区には、JA 水郷つくば竜ケ崎中央支店、長戸北部土地改良区及び八原土地改良区があります。 

 

中央地区（長戸、八原）の位置図 
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  ② 対象地区の課題 

（農家台帳から見える「農地」の課題） 

・ 中央地区内の集落の農地の集積・集約の状況を比較すると、八原は農地中間管理事業のモデル地区を 4 地区設定していますが、長戸は 8 地区設定して

いることから、八原は長戸よりも農地の集積・集約が進んでいない状況です。 

・ 長戸は、田の耕作面積が全体の約 8 割を占めており、その内、約 6 割は賃貸借等による貸付地であることから、中心経営体へ農地の集積・集約が進ん

でいますが、今後は農地の集約を重点的に進める必要があります。 

・ 八原は、田と畑の耕作面積が同程度であり、田の耕作面積の約 4 割は賃貸借等による貸付地であることから、中心経営体への農地の集積が進んでいま

すが、畑は耕作面積の約 1 割が賃貸借等による貸付地であり、中心経営体の自作地も少ないため、農地の集積が進んでいるとは言い難い状況です。 

 

（アンケート調査の結果から見える「後継者・中心経営体」の課題） 

・ 中央地区の農地所有者に実施したアンケート調査の結果では、「自作により耕作している」と回答した農地所有者の耕作面積（112.1ha）のうち、約 9

割は 70 歳以上の耕作者の耕作面積（96.2ha）であり、また 70 歳以上の耕作者の耕作面積に対し、「後継者がいない、または未定」と回答した耕作者の

耕作面積（54.4ha）の割合は、全体の約 6 割を占めていたことから、中心経営体の育成・確保が必要です。 

 

 

  ③ 対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針 

・ 農業をリタイア・経営転換する人、または、分散錯圃を解消するため利用権を設定しようとする人は、原則として農地中間管理機構に貸し付けること

とし、農地中間管理機構に貸し付けた農地は、原則として中心経営体が担うこととします。 

・ 土地改良事業などを実施する際は、原則として中心経営体へ農地を集積・集約することとします。 

・ 農業委員会、土地改良区、茨城県及び関係機関等と連携し、中心経営体の育成・確保及び農地の集積・集約に関する取組を推進します。 

 

    ※農地の集積化に関する方針は、「長戸」及び「八原」共通で記載しています。 
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（参考）中央地区の中心経営体  

                                    ※経営面積・・・地区内ではなく全経営面積 

属性 
農業者 

（氏名・名称） 

現状 今後の農地の引き受けの意向 

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 農業を営む範囲 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       



13 

属性 
農業者 

（氏名・名称） 

現状 今後の農地の引き受けの意向 

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 農業を営む範囲 
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属性 
農業者 

（氏名・名称） 

現状 今後の農地の引き受けの意向 

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 農業を営む範囲 

       

       

       

計 法人  6 経営体 

個人 48 経営体 
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 (3) 東部地区 

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日 

龍ケ崎市 東部地区（龍ケ崎、大宮） 令和 3 年 2 月 16 日 令和 3 年 2 月 16 日 

 

  ① 対象地区の現状 

農家台帳による地区内の耕作面積 897.1ha  

 うち自作による耕作面積 656.8ha  

 うち賃貸借などによる耕作面積 240.3ha  

アンケート調査等に回答した地区内における、農地所有者の耕作面積の合計 463.7ha  

 うち「自作により耕作している」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 150.9ha  

  うち「今後も自作で耕作する」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 126.3ha  

  うち「今後は賃貸借を希望する」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 24.6ha  

 うち「知人が耕作している」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 303.1ha  

 うち「耕作していない」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 9.7ha  

アンケート調査等に回答した地区内における、70 歳以上の耕作者の耕作面積の合計 111.2ha  

 うち「後継者がいる」と答えた耕作者の耕作面積の合計 35.7ha  

 うち「後継者がいない」または「未定」と答えた耕作者の耕作面積の合計 75.5ha  

地区内において、今後、中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 235.4ha  

（地域特性） 

・ 龍ケ崎の耕作面積は 254.6ha であり、その内、田の面積が 220.6ha、畑の面積が 34.0ha です（地目別面積の割合、田：86.6％、畑：13.4％）。 

・ 大宮の耕作面積は 642.5ha であり、その内、田の面積が 523.1ha、畑の面積が 119.4ha です（地目別面積の割合、田：81.4％、畑：18.6％）。 

 

（アンケート調査） 

・ 龍ケ崎は、令和 2 年度に農地の耕作状況・今後の意向確認に関するアンケート調査を行いました。 

・ 大宮は、令和 2 年度に農地の耕作状況・今後の意向確認に関するアンケート調査を行いました。 

 

（その他） 

・ 東部地区には、JA 水郷つくば竜ケ崎地区本部及び JA 水郷つくば竜ケ崎営農経済センターがあります。 

 

東部地区（龍ケ崎、大宮）の位置図 
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  ② 対象地区の課題 

（農家台帳から見える「農地」の課題） 

・ 東部地区内の集落の農地の集積状況を比較すると、大宮は農地中間管理事業のモデル地区を 4 地区設定していますが、龍ケ崎は設定していないことか

ら、龍ケ崎は大宮よりも農地の集積が進んでいない状況です。 

・ 龍ケ崎は、田の耕作農地が全体の約 9 割を占めており、その内、約 2 割は賃貸借等による貸付地ですが、中心経営体の自作地も少ないため、農地の集

積が進んでいるとは言い難い状況です。 

・ 大宮は、田の耕作農地が全体の約 8 割を占めており、その内、約 3 割は賃貸借等による貸付地ですが、中心経営体の自作地も少ないため、農地の集積

が進んでいるとは言い難い状況です。 

 

（アンケート調査の結果から見える「後継者・中心経営体」の課題） 

・ 東部地区の農地所有者に実施したアンケート調査の結果では、「自作により耕作している」と回答した農地所有者の耕作面積（150.9ha）のうち、約 7

割は 70 歳以上の耕作者の耕作面積（111.2ha）であり、また 70 歳以上の耕作者の耕作面積に対し、「後継者がいない、または未定」と回答した耕作者

の耕作面積（75.5ha）の割合は、全体の約 7 割を占めていたことから、中心経営体の育成・確保が必要です。 

 

 

  ③ 対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針 

・ 農業をリタイア・経営転換する人、または、分散錯圃を解消するため利用権を設定しようとする人は、原則として農地中間管理機構に貸し付けること

とし、農地中間管理機構に貸し付けた農地は、原則として中心経営体が担うこととします。 

・ 土地改良事業などを実施する際は、原則として中心経営体へ農地を集積・集約することとします。 

・ 農業委員会、土地改良区、茨城県及び関係機関等と連携し、中心経営体の育成・確保及び農地の集積・集約に関する取組を推進します。 

 

    ※農地の集積化に関する方針は、「龍ケ崎」及び「大宮」共通で記載しています。 
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（参考）東部地区の中心経営体 

                                                   ※経営面積・・・地区内ではなく全経営面積 

属性 
農業者 

（氏名・名称） 

現状 今後の農地の引き受けの意向 

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 農業を営む範囲 
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属性 
農業者 

（氏名・名称） 

現状 今後の農地の引き受けの意向 

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 農業を営む範囲 
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属性 
農業者 

（氏名・名称） 

現状 今後の農地の引き受けの意向 

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 農業を営む範囲 

       

計 法人  5 経営体 

個人 47 経営体 
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 (4) 西部地区 

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日 

龍ケ崎市 西部地区（馴柴、川原代、北文間） 令和 3 年 2 月 16 日 令和 3 年 2 月 16 日 

 

  ① 対象地区の現状 

農家台帳による地区内の耕作面積 1,206.2ha  

 うち自作による耕作面積 964.5ha  

 うち賃貸借などによる耕作面積 241.7ha  

アンケート調査等に回答した地区内における、農地所有者の耕作面積の合計 637.7ha  

 うち「自作により耕作している」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 235.5ha  

  うち「今後も自作で耕作する」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 187.1ha  

  うち「今後は賃貸借を希望する」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 48.4ha  

 うち「知人が耕作している」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 386.5ha  

 うち「耕作していない」と答えた農地所有者の耕作面積の合計 15.7ha  

アンケート調査等に回答した地区内における、70 歳以上の耕作者の耕作面積の合計 193.5ha  

 うち「後継者がいる」と答えた耕作者の耕作面積の合計 59.5ha  

 うち「後継者がいない」または「未定」と答えた耕作者の耕作面積の合計 134.0ha  

地区内において、今後、中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 187.1ha  

（地域特性） 

・ 馴柴の耕作面積は 494.3ha であり、その内、田の面積が 359.9ha、畑の面積が 134.4ha です（地目別面積の割合、田：72.8％、畑：27.2％）。 

・ 川原代の耕作面積は 265.1ha であり、その内、田の面積が 196.3ha、畑の面積が 68.8ha です（地目別面積の割合、田：74.0％、畑：26.0％）。 

・ 北文間の耕作面積は 446.8ha であり、その内、田の面積が 350.0ha、畑の面積が 96.8ha です（地目別面積の割合、田：78.3％、畑：21.7％）。 
 

（アンケート調査） 

・ 馴柴は、令和 2 年度に農地の耕作状況・今後の意向確認に関するアンケート調査を行いました。 

・ 川原代は、平成 28 年度に土地改良事業に関する営農意向調査を実施しており、その後も定期的に中心経営体へ農地の集積に関する話し合いを行ってい

るため、令和 2 年度にアンケート調査は行っていません。 

・ 北文間は、令和 2 年度に農地の耕作状況・今後の意向確認に関するアンケート調査を行いました。 
 

（その他） 

・ 西部地区には、JA 水郷つくば竜ケ崎西支店及び牛久沼土地改良区があります。 

西部地区（馴柴、川原代、北文間）の位置図 
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  ② 対象地区の課題 

（農家台帳から見える「農地」の課題） 

・ 西部地区内の集落の農地の集積状況を比較すると、北文間は農地中間管理事業のモデル地区を 1 地区設定していますが、馴柴は 3 地区、川原代は 2 地

区設定しているため、北文間は馴柴及び川原代よりも農地の集積が進んでいない状況です。 

・ 馴柴は、田の耕作面積が全体の約 7 割を占めており、その内、約 3 割は賃貸借等による貸付地ですが、中心経営体の自作地も少ないため、農地の集積

が進んでいるとは言い難い状況です。 

・ 川原代は、田の耕作面積が全体の約 7 割を占めており、その内、約 3 割は賃貸借等による貸付地ですが、中心経営体の自作地も少ないため、農地の集

積が進んでいるとは言い難い状況です。 

・ 北文間は、田の耕作面積が全体の約 8 割を占めており、その内、約 1 割が賃貸借等による貸付地ですが、中心経営体の自作地も少ないため、農地の集

積が進んでいるとは言い難い状況です。 

 

（アンケート調査の結果から見える「後継者・中心経営体」の課題） 

・ 西部地区の農地所有者に実施したアンケート調査の結果では、「自作により耕作している」と回答した農地所有者の耕作面積（235.5ha）のうち、約 8

割は 70 歳以上の耕作者の耕作面積（193.5ha）であり、また 70 歳以上の耕作者の耕作面積に対し、「後継者がいない、または未定」と回答した耕作者

の耕作面積（134.0ha）の割合は、全体の約 7 割を占めていたことから、中心経営体の育成・確保が必要です。 

 

 

  ③ 対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針 

・ 農業をリタイア・経営転換する人、または、分散錯圃を解消するため利用権を設定しようとする人は、原則として農地中間管理機構に貸し付けること

とし、農地中間管理機構に貸し付けた農地は、原則として中心経営体が担うこととします。 

・ 土地改良事業などを実施する際は、原則として中心経営体へ農地を集積・集約することとします。 

・ 農業委員会、土地改良区、茨城県及び関係機関等と連携し、中心経営体の育成・確保及び農地の集積・集約に関する取組を推進します。 

 

    ※農地の集積化に関する方針は、「馴柴」「川原代」及び「北文間」共通で記載しています。 
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（参考）西部地区の中心経営体    

                                  ※経営面積・・・地区内ではなく全経営面積 

属性 
農業者 

（氏名・名称） 

現状 今後の農地の引き受けの意向 

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 農業を営む範囲 
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属性 
農業者 

（氏名・名称） 

現状 今後の農地の引き受けの意向 

経営作物 経営面積 経営作物 経営面積 農業を営む範囲 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

計 法人  4 経営体 

個人 42 経営体 
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参考資料 

 (1) 座談会で用いた地図 

  ① 中央地区 
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  ② 東部地区 
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  ③ 西部地区 
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 (2) 人・農地プラン実質化の取組に連携する支援措置 

  ① 実質化された人・農地プランの作成「地区」を対象とする支援措置（事業要件） 

事業等名 事業等の概要 

強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち、

産地基幹施設等支援タイプ 

地域農業において中心的な役割を果たしている農業法人や農業者団体等による集出荷貯蔵施設等の産地

の基幹施設の導入を支援します。 

機構集積協力金のうち、地域集積協力金 人・農地プランを実質化し、まとまった農地を機構に貸し付けた地域等に対し、協力金を交付します。 

機構集積協力金のうち、農地整備・集約協力金（農

地耕作条件改善事業の実施地区） 

基盤整備事業の農業者負担を軽減するため、協力金を交付します。 

農地耕作条件改善事業のうち、高収益作物転換型 基盤整備とともに、収益作物転換のための計画策定から営農定着まで必要な取組を支援します。 

農地耕作条件改善事業のうち、スマート農業導入

推進型 

スマート農業に適した基盤が整備された地区に、GNSS（衛星測位システム）基地局等先進的な省力化技

術の導入を支援します。 

農地耕作条件改善事業のうち、未来型産地形成推

進条件整備型 

水田転換や既存産地の改良とともに、省力技術・作業機械等を面的に導入し、労働生産性を抜本的に高

めたモデル産地を形成する取組を支援します。 

 

  ② 実質化された人・農地プランに位置付けられた「人（中心経営体）」を対象とする支援措置（事業要件） 

事業等名 事業等の概要 

強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち、

先進的農業経営確立支援タイプ 

広域に展開する農業法人等が、自らの創意工夫と判断により経営の高度化に取り組むために必要な農業

用機械・施設の導入を支援します。 

強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち、

地域担い手育成支援タイプ 

農業者が経営基盤を確立し、更に発展するために必要な農業用機械・施設の導入を支援します。 

農地売買等支援事業 全国農地保有合理化協会による農地中間管理機構への農用地等の買入れ等資金の無利子貸付に必要な経

費等の支援等を行います。 

農業次世代人材投資事業（経営開始型） 次世代を担う農業者となることを志向する 49 歳以下の者に対し、経営開始時の経営確立を支援する資金

を交付します。 

スーパーＬ資金 利負担軽減措置（農業経営基盤

強化資金利子助成金等交付事業、担い手経営発展

支援金融対策事業） 

 

経営改善に意欲的に取り組む農業者を、金利負担軽減措置により金融面から強力に支援します。 



28 

事業等名 事業等の概要 

農業経営継承保証保険支援事業 後継農業者が農業経営を継承するにあたって、経営資産を取得するために必要となる経営者保証等の担

保提供や資金の借入れに係る都道府県信用基金協会の債務保証の保証料の負担を軽減します。 

持続的生産強化対策事業のうち、果樹農業生産力

増強総合対策のうち、未来型果樹農業等推進条件

整備 

まとまった面積で省力樹形・機械作業体系を導入する場合に、早期成園化や成園化までの経営継続・発

展等に係る取組をパッケージで支援します。 

 

  ③ 実質化された人・農地プランの作成「地区」を対象とする支援措置（ポイント加算） 

事業等名 事業等の概要 

食料産業・6 次産業化交付金のうち、6 次産業化

の推進 

農林漁業者と食品事業者、流通事業者等の多様な事業者がネットワークを構築して行う新商品開発・販

路開拓等の取組に対して支援します。 

強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち、

産地基幹施設等支援タイプ 

地域農業において中心的な役割を果たしている農業法人や農業者団体等による集出荷貯蔵施設等の産地

の基幹施設の導入を支援します。 

強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち、

先進的農業経営確立支援タイプ 

広域に展開する農業法人等が、自らの創意工夫と判断により経営の高度化に取り組むために必要な農業

用機械・施設の導入を支援します。 

強い農業・担い手づくり総合支援交付金のうち、

地域担い手育成支援タイプ 

農業者が経営基盤を確立し、更に発展するために必要な農業用機械・施設の導入を支援します。 

持続的生産強化対策事業のうち、戦略作物生産拡

大支援事業のうち、作付体系転換支援事業 

生産者、試験研究機関、行政・普及など地域の関係者が一体なって行う生産性の向上に資する技術等の

実証等を支援します。 

・生産コストを低減する飼料用米等の多収品種や直播栽培の導入 

・連作による地力低下に対応するための麦、大豆等の生産技術の導入 

鳥獣被害防止総合対策交付金 市町村が作成した被害防止計画に基づく以下の取組を総合的に支援します。 

・侵入防止柵、処理加工施設、捕獲技術高度化施設等の整備 

・捕獲機材の導入、追い払い等の地域ぐるみの被害防止活動 

・捕獲を含めたサルの複合対策、他地域の人材を活用した捕獲、ＩＣＴ等を用いた実証 

・捕獲活動の取組等 
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  ④ 実質化された人・農地プランに位置付けられた「人（中心経営体）」を対象とする支援措置（ポイント加算） 

事業等名 事業等の概要 

食料産業・6 次産業化交付金のうち、6 次産業化

施設整備事業 

六次産業化・地産地消法又は農商工等連携促進法の認定を受けた農林漁業者等が、多様な事業者とネッ

トワークを構築し、制度資金等の融資又は出資を活用して６次産業化に取り組む場合に必要な加工・販

売施設等の整備に対して支援します。 

持続的生産強化対策事業のうち、茶・薬用作物等

地域特産作物体制強化促進事業（茶の改植等） 

茶や薬用作物などの地域特産作物について、生産性の向上等による競争力強化を図るため、地域の実情

に応じた生産体制の強化、需要の創出など生産から消費までの取組を総合的に支援します。 

 

  ⑤ 実質化された人・農地プランの取組に連携する支援措置（助成額の上乗せ） 

事業等名 事業等の概要 

農地耕作条件改善事業のうち、地域内農地集積型 畦畔除去による区画拡⼤や暗渠排⽔等のきめ細やかな耕作条件の改善を機動的に支援します。 

事業完了時までに中心経営体に集約される受益地については、助成額を上乗せします。 

農地利用最適化交付金 農地利用最適化活動を行う農業委員・農地利用最適化推進委員の報酬の財源を支援します。 

実質化された人・農地プランの作成、その実現に寄与する活動については支援を上乗せします。 

 

 

 

 


